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自動車保有関係手続のワンストップサービスの適用拡大に伴う 

一般社団法人日本自動車販売協会連合会宛て要請文書について（通知） 

 

 

 今般、本年４月３日より自動車保有関係手続のワンストップサービスの適用

範囲が拡大されたことに伴い、別添のとおり、一般社団法人日本自動車販売協会

連合会（以下「自販連」という。）宛てに要請いたしましたのでお知らせいたし

ます。 

当該要請文書においては、自動車登録申請業務は、OSS における適用除外を

除き行政書士の独占業務であること、また、政府の「IT 利活用の裾野拡大のた

めの規制制度改革集中アクションプランに係る対処方針のフォローアップ」（平

成２８年６月３０日）でも、行政書士法の遵守が示されたことを受けて、自販連

に対して、あらためて、行政書士法が遵守徹底されるよう必要な指導を要請した

ほか、昭和５２・５９年に自販連との間で締結した合意確認書の内容を再確認い

ただき、その趣旨に基づく円満な関係の維持発展を促進するよう要請いたしま

した。 

つきましては、各単位会におかれましても、上記の趣旨等をご理解のうえ、自

販連支部との円満な関係の維持発展に向けた対応をお願い申し上げます。 

  

 

【別添】行政書士法の遵守徹底及び円満な関係の維持について 

（平成２９年５月２３日・日行連発第１８４号） 

       

 

              以 上 



























平成27年度　ＩＴ利活用の裾野拡大のための規制制度改革集中アクションプランに係る対処方針のフォローアップ項目一覧（抜粋）
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自動車保有関
係手続きのワ
ンストップサー
ビスの拡充

現在ワンストップ化されている手続は新車の
新規登録のみであるが、手続きには代理が
活用され、ワンストップサービスが広く利用さ
れるようになってきている。自動車の買い換
えに伴って発生する抹消登録・移転登録等、
他の手続についてもワンストップ化を進める
べき。

国土交通省、総務省、財務省、警察庁が平
成29年度までに実施予定のワンストップサー
ビスの手続き拡大に関する取組状況を踏ま
え、総務省は行政書士法施行規則第20条の
改正の必要性について検討し、必要な措置
を講ずる。

国土交通省
総務省
財務省
警察庁

A

国土交通省等において全国の都道府県に対
し、継続的に働きかけを実施した結果、平成
27年度に続き、28年度予算においてもOSS
共同利用化システムを構築するために必要
な予算がほぼ全ての都道府県において措置
される等、所要のシステム構築が進められて
いる。引き続き必要な予算の確保について都
道府県に働きかけているところ。
あわせて、総務省と国土交通省とで行政書
士法施行規則第２０条の改正の必要性につ
いて、対象となる手続及び者等の課題を整
理し、対象となる手続については、新車新規
以外の手続についても、現在のOCRシート
（光学式読取シート）の作成については、一
部を除き定型的かつ容易であることを省庁間
では確認した。 なお、OCRシート作成の前提
となる「権利義務や事実証明」に関する書類
の作成は行政書士の独占業務となっており、
行政書士法が遵守され、これらの書類の作
成が行われないことが担保される必要があ
る。対象となる者については、行政書士法施
行規則に記載のある社団法人日本自動車販
売協会連合会は日本行政書士会連合会との
一定の合意のもと約40年間に渡りOCRシート
の取次業務を行う中で、同シートの記載内容
について当該業務における経験又は能力が
あることを省庁間では確認した。さらに、対象
となる者に関して検討を進めている。

A

国土交通省等では全国の都道府県に対し
て、２７年度の予算措置に向けた働きかけを
継続的に実施し、その結果、全国的に２７年
度からＯＳＳシステムを構築するための予算
措置がされた。
あわせて、総務省と国土交通省とで行政書
士法施行規則第20条の改正の必要性につ
いて、対象となる手続及び者等の課題を整理
し、それらについて検討を進めている。
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